
3

3

14

7

5

10

13

6

4

13

12

3

10

10

19

3

16

151

78

73

132

115

17

調査報告調査報告
2013年夏季賞与・一時金支給状況〈最終集計〉

〔最終集計〕

（表１） 県内企業の2013年夏季賞与支給状況［単純平均］

（社）　　　　　　　　 （円）　　　　　　　  （円）　　　　　　　（％）

社数 前年同期比業　　　　種

業　　　　種

繊 維

印 刷

化 学

プラスチック製品

鉄鋼・非鉄金属

金 属 製 品

一 般 機 械 器 具

電気機械・電子部品

輸送用機械器具

そ の 他 製 造 業

建 設 業

電 気 ・ ガ ス

運 輸 ・ 倉 庫

情報サービス・通信

卸 ・ 小 売

金 融 ・ 保 険

サービス業・その他

総 平 均

製 造 業 平 均

非 製 造 業 平 均

総 平 均

製 造 業 平 均

非 製 造 業 平 均

（注）

支給額　　　
2013年 夏季

支給額
2012年 夏季

（一社）富山県経営者協会

〔最終集計〕

（表２）全国大手企業の2013年夏季賞与・一時金妥結結果［単純平均］

（社） （円）

2012年 夏季2013年 夏季

（一社）日本経済団体連合会

社数 妥結額 （社） （円）社数 妥結額
前年同期比

（％）

160

135

25

1.県内

454,274

301,206

550,054

391,053

324,980

370,854

394,127

301,567

571,110

362,517

324,601

451,051

315,206

570,086

429,846

532,266

471,011

419,666
(479,432)

409,849
(457,631)

430,155
(500,254)

426,978
(491,786)

421,074
(445,815)

433,287
(534,456)

494,793

304,459

545,582

362,204

452,033

368,954

420,233

338,960

543,306

357,902

264,917

761,228

331,055

558,600

436,504

534,034

460,938

△1.71  
(△2.51)　

△2.67  
  (2.65)　

△0.72  
(△6.40)　

△8.19

△1.07

0.82

7.96

△28.11

0.52

△6.21

△11.03

5.12

1.29

22.53

△40.75

△4.79

2.06

△1.53

△0.33

2.19

697,645
(809,502)

691,320
(808,829)

740,431
(812,609)

△0.84
  (4.99)

△1.02
  (5.42)

  1.24
  (3.68)

703,580
(771,040)

698,433
(767,268)

731,377
(783,768)

(注）

2.全国大手

　日本経団連が８月７日に取りまとめた「2013

年夏季賞与・一時金大手企業妥結結果」（単純

平均・最終集計）によると、調査対象の全国大

手企業（主要21業種、大手240社）のうち、集

計可能な132社の妥結額平均は697 , 645円で、

2012年夏の最終妥結実績（703,580円）と比べ

て、金額で5,935円、率で0.84％の減少となった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　

　業種別では、製造業はマイナス(△1.02％)と

なったが、非製造業ではプラス(1.24％)となっ

ている。 

①調査対象は443社、うち集計可能な回答のあった151社の数値である。
②「2012年夏季支給額」は、同じ151社の昨年同期の金額である。
③平均欄の上段は一社当たりの単純平均、下段の（　）内は対象者数を勘案し
　た加重平均である。
④前年同期比の△印はマイナスを示す。

　会員企業を対象に実施した「2013年夏季賞

与・一時金支給状況」（単純平均・最終集計）

の結果は、集計可能な151社の支給額平均が

419 , 6 6 6円で、同じ151社の昨年夏の支給額

（426,978円）と比べて、金額で7,312円、率で

1.71％の減少となった。

　業種別では、製造業が409 , 849円で昨年比

2.67%減少（減少率が大きかったのは「鉄鋼・

非鉄金属(△28.11％)」）、非製造業が430,155

円で昨年比0.72%減少（減少率が大きかったの

は「電気・ガス(△40.75％)」、増加率が大き

かったのは「建設業(22.53％)」）となってい

る。

151社平均419,666円、
昨年比1.71％減少 ̶ 4年ぶりのマイナス

（表１）

132社平均697,645円、
　　　　　　　　昨年比0.84％減少

①調査対象は、原則として東証一部上場、従業員500人以上、主要21業種大手
　240社。
②「2012年夏季」は昨年の本調査の最終集計結果である。
③上段は一社当たりの単純平均、下段の(　)内は一人当たりの加重平均である。
④前年同期比の△印はマイナスを示す。

（表２）


